
   橿原市社会福祉協議会地域福祉活動支援助成金交付要綱 

制定 令和７年８月７日告示第１８号 

 （目的） 

第１条 この要綱は、地域福祉活動を行う団体を財政面から支援するため、赤い羽根共同募

金の配分金を活用して助成金を交付し、もって健やかで安心して心豊かに暮らせるまちの

実現に寄与することを目的とする。 

 （助成対象団体） 

第２条 助成金の交付の対象となる団体（以下「助成対象団体」という。）は、地域福祉活動

として地域の福祉課題に取り組んでいる団体であって、次に掲げるすべての要件を満たす

ものとする。 

（１）橿原市内に活動の拠点を置き、営利を目的としない民間団体であること。 

（２）代表者、組織及び運営に関する事項を定めていること。 

（３）事業の実施に当たって余裕のある資金を十分に確保していると認められる団体でない

こと。 

（４）助成金を申請する年度において、橿原市又は橿原市社会福祉協議会（以下「本会」と

いう。）から他の補助、助成その他の財政的な援助を受けていないこと。 

（５）政治的中立性、宗教的中立性その他本会の中立性を侵す団体でないこと。 

（６）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を

含む。）の統制の下にある団体でないこと。 

 （助成対象事業） 

第３条 助成金の交付の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、第１条の目的

を達成するための事業であって、次の各号のいずれかに該当する活動とする。 

（１）高齢者を支援する活動 

（２）障がい者又は障がい児を支援する活動 

（３）子どもや子育て世帯を支援する活動 

（４）生活困窮者を支援する活動 

（５）防災又は減災に関する活動 

（６）その他地域の福祉課題に取り組む活動 

２ 前項の規定にかかわらず、助成対象団体が当該団体の会員のみを対象として行う活動は、



助成対象事業から除くものとする。 

３ 同一の団体における同一の助成対象事業に対する助成金の交付は、３年を限度とする。 

４ 助成対象事業は、原則として、地域住民を対象として行うものとし、当該事業を行う助

成対象団体は広く地域住民に当該事業への参加を呼び掛けるよう努めなければならない。 

５ 助成対象事業の実施に当たっては、赤い羽根共同募金の配分金を受けて実施している旨

の周知に努めなければならない。 

 （助成金の額） 

第４条 助成金の額は、助成対象事業の実施に要する経費のうち、別表に定める助成対象経

費に該当する経費の額を合算した額の５分の４の額、助成対象事業の実施に要する全体の

経費から参加費等の収入を控除した額又は５０，０００円のいずれか低い額を限度とする。 

２ 前項の規定により算出された助成金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その

端数を切り捨てるものとする。 

３ 助成金の総額は、当該年度の予算で定める額の範囲内の額とする。 

４ 第１項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は助成対象経費から除くものとする。 

（１）助成対象団体の事務所等を維持するための経費 

（２）助成対象団体の運営に要する経常的な経費 

（３）助成対象団体の構成員による会合等の飲食費 

（４）助成対象団体の構成員に対する人件費、謝礼等 

（５）その他会長が適当でないと認める経費 

 （助成対象事業の公募） 

第５条 会長は、別に定める橿原市社会福祉協議会地域福祉活動公募事業募集要項により、

期間を定めて助成対象事業を募集するものとする。 

２ 会長は、前項の募集をするときは、広報紙への掲載、インターネットの利用その他の適

切な方法により周知しなければならない。 

 （助成金の交付申請） 

第６条 助成対象事業の募集に応じようとする助成対象団体の代表者（以下「申請者」とい

う。）は、助成金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、会長に提出しな

ければならない。 

（１）団体概要書（様式第２号） 

（２）事業実施計画書（様式第３号） 



（３）収支予算書（様式第４号） 

（４）助成対象経費明細書（様式第５号） 

（５）団体規約 

（６）団体構成員名簿 

（７）前年度収支決算書 

（８）その他会長が必要と認める書類 

２ 前項の規定により応募できる助成対象事業は、１の助成対象団体につき１事業とする。 

 （助成金の交付決定等） 

第７条 会長は、前条の規定による応募があったときは、その内容を審査し、助成金の交付

を決定したときは、助成金交付決定通知書（様式第６号）により、助成金の不交付を決定

したときは、助成金不交付決定通知書（様式第７号）により、速やかに、申請者に通知す

るものとする。 

２ 会長は、助成金の交付を決定する場合において、助成金の交付の目的を達成するため必

要があると認めるときは、条件を付することができる。 

 （内容の変更等） 

第８条 助成金の交付の決定を受けた助成対象団体の代表者（以下「交付決定者」という。）

は、当該助成対象事業の内容を変更する場合は、速やかに、事業内容変更承認申請書（様

式第８号）を会長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更につ

いては、この限りでない。 

２ 会長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、事業内容変更承認通知書（様式第９号）により、速やかに、交付決定者に通知するも

のとする。 

 （実績報告） 

第９条 交付決定者は、当該助成対象事業が完了したときは、速やかに、事業実績報告書（様

式第１０号）に次に掲げる書類を添えて、会長に提出しなければならない。 

（１）事業実績調書（様式第１１号） 

（２）助成対象経費支出報告書（様式第１２号） 

（３）収支決算書 

（４）領収書等（第１５条第１項に規定する領収書等をいう。）の写し 

（５）その他会長が必要と認める書類 



 （助成金の額の確定） 

第１０条 会長は、前条の報告を受けたときは、報告書等の書類の審査等により、当該助成

対象事業の成果が助成金の交付の決定の内容に適合するものであるかどうかを調査し、こ

れを適正と認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、助成金確定通知書（様式第１

３号）により、速やかに、交付決定者に通知するものとする。 

 （助成金の交付の時期） 

第１１条 助成金の交付は、原則として、助成対象事業の完了後とする。ただし、会長が必

要と認めたときは、助成対象事業の実施前又は完了前であっても、その一部又は全部を交

付することができる。 

 （助成金の交付） 

第１２条 交付決定者は、助成金の交付を受けようとするときは、助成金交付請求書（様式

第１４号）を会長に提出し、会長は、第１０条の規定により確定した額を交付するものと

する。この場合において、前条ただし書の規定により助成対象事業の実施前又は完了前に

助成金の請求があったときは、会長は、当該請求金額を交付するものとする。 

２ 交付決定者が既に助成金の一部の交付を受けている場合は、第１０条の規定により確定

した額との差額について請求するものとし、会長は、その差額を交付するものとする。 

 （交付決定の取消し） 

第１３条 会長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当する場合は、助成金の交付の決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）助成金を助成対象事業以外の用途に使用した場合 

（２）助成金の交付の決定の内容又はこの要綱に違反した場合 

（３）偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けた場合 

（４）その他会長が特に必要と認める場合 

２ 前項の規定は、第１０条の規定による助成金の額の確定があった後においても適用する。 

３ 会長は、第１項の規定による取消しをした場合は、助成金交付決定取消通知書（様式第

１５号）により、速やかに、交付決定者に通知するものとする。 

 （助成金の返還） 

第１４条 会長は、前条の規定により助成金の交付の決定を取り消した場合においては、助

成対象事業の当該取消しに係る部分に関し、既に助成金が交付されているときは、期限を

定めて、その返還を命ずるものとする。 
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２ 会長は、第１０条の規定による助成金の額を確定した場合において、その額を超える助

成金が既に交付されているときは、期限を定めて、その超える額の返還を命ずるものとす

る。 

３ 会長は、第１項の助成金の返還を命ずるときは、交付決定者に対し、助成金返還命令書

（様式第１６号）により、返還を命ずるものとする。 

 （会計帳簿等） 

第１５条 交付決定者は、当該助成対象事業に関するすべての支出及び収入について会計帳

簿に記入するとともに、金額、年月日及び目的等を記載した領収書、その他支出及び収入

を証すべき書類（以下「領収書等」という。）を徴し、又は作成しなければならない。 

２ 交付決定者は、前項の会計帳簿及び領収書等を整理し、当該助成対象事業の完了した翌

年度の４月１日から３年間これを保存しなければならない。 

３ 会長は、助成金に係る予算の適正な執行を期するため、交付決定者に対し、会計帳簿及

び領収書等の提出を求めることができる。 

 （その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定める。 

   附 則（令和７年８月７日告示第１８号） 

 この要綱は、令和７年９月１日から実施し、令和７年４月１日から適用する。 

 


